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第１【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【所有者別状況】

①　Ａ種類株式

2021年９月30日現在
 

区分

株式の状況
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 4 1 9 － － － 14 －

所有株式数

（株）
－ 42,000 10,000 38,000 － － － 90,000 －

所有株式数の割

合（％）
－ 46.67 11.11 42.22 － － － 100.00 －

 

②　Ｂ種類株式

2021年９月30日現在
 

区分

株式の状況
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － － － 1 － － 24 25 －

所有株式数

（株）
－ － － 1,533 － － 3,175 4,708 －

所有株式数の割

合（％）
－ － － 32.56 － － 67.44 100.00 －

 

③　Ｄ種類株式

2021年９月30日現在
 

区分

株式の状況
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － － － － － － 18 18 －

所有株式数

（株）
－ － － － － － 1,550 1,550 －

所有株式数の割

合（％）
－ － － － － － 100.00 100.00 －

　（注）　当社は自己株式100株を保有しており、「個人その他」の欄に含まれております。
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（２）【大株主の状況】

2021年９月30日現在
 

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合

（％）

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町一丁目13番２号 20,000 20.80

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 10,000 10.40

野村ホールディングス株式会社 東京都中央区日本橋一丁目13番１号 10,000 10.40

株式会社リクルートホールディングス 東京都中央区銀座八丁目４番17号 10,000 10.40

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区大手町二丁目６番４号 6,000 6.24

株式会社りそな銀行
大阪府大阪市中央区備後町二丁目２番

１号
6,000 6.24

ＫＤＤＩ株式会社 東京都新宿区西新宿二丁目３番２号 6,000 6.24

住友商事株式会社 東京都千代田区大手町二丁目３番２号 6,000 6.24

株式会社横浜銀行
神奈川県横浜市西区みなとみらい三丁

目１番１号
6,000 6.24

計 － 80,000 83.20

 

　なお、所有株式に係る議決権の個数の多い順上位14名は、以下のとおりであります。

2021年９月30日現在
 

氏名又は名称 住所
所有議決権数
（個）

総株主の議決権に
対する所有議決権
数の割合

（％）

冨山　和彦 東京都世田谷区 100 6.90

菱田　哲也 東京都港区 100 6.90

田原　幸宏 東京都大田区 100 6.90

松本　順 東京都港区 100 6.90

村岡　隆史 東京都渋谷区 100 6.90

木村　尚敬 東京都目黒区 100 6.90

川上　登福 東京都千代田区 100 6.90

塩野　誠 茨城県つくば市 100 6.90

浜村　伸二 神奈川県横浜市港北区 100 6.90

沼田　俊介 東京都港区 100 6.90

児玉　尚剛 東京都世田谷区 100 6.90

田中　加陽子 東京都中央区 100 6.90

計 － 1,200 82.76
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２【役員の状況】

男性４名　女性２名（役員のうち女性の比率33.3％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役ＣＥＯ

（代表取締役）
村岡　隆史 1965年７月27日生

1989年４月　㈱三和銀行　入行

2003年５月　㈱産業再生機構　執行役員

2007年４月　当社取締役

マネージングディレクター

2010年11月　㈱池貝　社外取締役（現任）

2016年12月　当社代表取締役

マネージングディレクター

2017年３月　新日本工機㈱　社外取締役（現任）

2020年10月　当社代表取締役ＣＥＯ（現任）

(注)１ 400

取締役ＣＨＲＯ 田中　加陽子 1976年２月27日生

2008年３月　当社入社

2016年10月　当社マネージングディレクター

2018年12月　当社ＣＨＲＯ

マネージングディレクター

2020年12月　当社取締役ＣＨＲＯ（現任）

(注)１ 162

取締役ＣＦＯ 望月　愛子 1979年５月22日生

2005年４月　公認会計士登録

2007年８月　当社入社

2016年10月　当社マネージングディレクター

2020年12月　㈱ユーグレナ

社外取締役監査等委員（現任）

2021年３月　当社取締役ＣＦＯ（現任）

2021年６月　南海電気鉄道㈱

社外取締役（現任）

(注)１ 120

常勤監査役 菱田　哲也 1955年５月６日生

1982年12月　アーサーアンダーセンアンドカンパ

ニー入社

1987年３月　ジェムアソシエイツ㈱設立

代表取締役（現任）

2001年５月　㈱オンリー　社外取締役（現任）

2007年４月　当社取締役

マネージングディレクター

2017年12月　㈱みちのりホールディングス　常勤

監査役（現任）

2018年２月　当社常勤監査役（現任）

(注)２ 400

監査役 野村　修也 1962年４月12日生

2004年４月　中央大学法科大学院教授（現任）

弁護士登録

森・濱田松本法律事務所（現任）

2010年６月　当社社外監査役（現任）

2016年６月　三菱ＵＦＪ信託銀行㈱

社外取締役監査等委員（現任）

2021年６月　㈱東京きらぼしフィナンシャルグ

ループ　社外取締役（現任）

(注)２ －

監査役 下河邉　和彦 1947年12月12日生

1974年４月　弁護士登録

2007年４月　当社監査役

2011年７月　フロンティア・マネジメント㈱

社外監査役（現任）

2014年12月　当社社外監査役（現任）

(注)２ －

計 1,082

 
　（注）１　第15期（2021年９月期）定時株主総会決議の時から第16期（2022年９月期）定時株主総会終結の時までであ

ります。

２　第12期（2018年９月期）定時株主総会決議の時から第16期（2022年９月期）定時株主総会終結の時までであ

ります。

３　監査役野村修也及び下河邉和彦は社外監査役であります。
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第２【会社法の規定に基づく計算書類等】

１【貸借対照表】

　会社法の規定に基づく貸借対照表の記載に代え、当該書類を当報告書に添付しております。

 

２【損益計算書】

　会社法の規定に基づく損益計算書の記載に代え、当該書類を当報告書に添付しております。

 

３【株主資本等変動計算書】

　会社法の規定に基づく株主資本等変動計算書の記載に代え、当該書類を当報告書に添付しております。

 

４【個別注記表】

　会社法の規定に基づく個別注記表の記載に代え、当該書類を当報告書に添付しております。

 

５【事業報告】

　会社法の規定に基づく事業報告の記載に代え、当該書類を当報告書に添付しております。

 

６【附属明細書】

　会社法の規定に基づく附属明細書の記載に代え、当該書類を当報告書に添付しております。
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